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１ 平成１８年度下半期財政運営の状況 

 

２ 平成１９年度予算の状況 

 

３ 附表 



 この「財政のあらまし」は、府中市の財政が現在どのような状況にあり、また、

どのように執行されているかをみなさんにお知らせするため、毎年２回（６月・

１２月）公表しているものです。 

 今回は、平成１８年度下半期（平成１８年１０月 1日から平成１９年３月３１

日まで）の財政運営の状況と平成１９年度予算の状況をあわせてお知らせします。 
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Ⅰ 平成１８年度下半期財政運営の状況 

 

１ あらまし  

 

 平成１８年度の我が国経済は、消費に弱さがみられるものの、企業部門の好調

さをうけ、回復を続けています。 

今後は、雇用・所得環境の改善を通じて家計部門へと波及し、民間需要中心の

回復が続くと見られます。 

 政府は、「日本経済の進路と戦略」に沿って、「新成長経済」の実現に向けた改

革への取組を加速・深化し、平成１９年度予算、税制改正法案等の成立を受け、

これらを着実に執行・実施するとともに併せて地域経済の活性化や再チャレンジ

可能な社会を目指すための取組みを強力に推進し、また、「成長なくして財政再

建なし」の理念の下、成長力強化を図りつつ、両輪である行財政改革を断行する

こととしています。 

 このような中、府中市でも、市財政の根幹をなす市税は、景気の回復を背景に

法人収益が伸びたこと、大規模マンションの建設にともなう固定資産税の増など

税収の伸びが見られます。 

また、歳出面では、緊急性や安全性の視点から文化センター及び小・中学校の

耐震化を継続的に行うとともに、待ち日数の解消による府中の森市民聖苑の式場

増設や障害者就労支援施設新築事業及びみちづくりバリアフリー化整備事業、防

火貯水槽新設工事など、様々な行政課題やサービスに迅速に対応するため、事務

事業の見直しなどにより歳出経費を削減するとともに、国・都補助金、起債の財

源確保や基金の有効活用などを図りながら市民の要望に適切に対応した質の高

い行政サービスの提供に努めました。 
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２ 収入支出の状況 

 

（１）一般会計 

 一般会計予算は、平成 1８年９月３０日現在で７７２億６７３９万８千円でし

たが、平成１９年３月に、１２億３５５７万９千円（補正予算第３号）を増額補

正し、総額７８５億２９７万７千円となりました。 

 これを前年度と比較しますと、２億５２４０万３千円（０．３％）の減となっ

ています。 

 

補正予算第３号の内容は、歳入の市税では、市民税４億３６８６万３千円を増

額しました。また、固定資産税で２億１６９０万円、利子割交付金で８０８２万

３千円、配当割交付金で６７８３万５千円、株式等譲渡所得割交付金で５５３０

万５千円を増額し、地方消費税交付金で３１６万１千円を減額しました。 

自動車取得税交付金は４５８５万５千円、地方特例交付金で１億８９６４万６

千円をそれぞれ増額しました。 

分担金及び負担金は、民生費負担金１４３４万円を減額しました。 

国庫支出金では、民生費国庫負担金を２２３２万２千円の減額、衛生費国庫負

担金は１３９９万２千円の増額としました。また国庫補助金で、民生費国庫補助

金３３００万円、土木費国庫補助金１２４７万８千円、教育費国庫補助金２億３

０４８万２千円をそれぞれ増額し、委託金で教育費委託金５５４万円を増額しま

した。 

都支出金では、民生費都負担金２７５７万円を減額し、衛生費都負担金１３９

９万２千円を増額しました。また都補助金で、総務費都補助金９５００万円、民

生費都補助金２７８０万４千円、消防費都補助金１５０万円を増額し、衛生費都

補助金７２６１万９千円、土木費都補助金９３８６万４千円をそれぞれ減額しま

した。 

財産収入では、財産運用収入６６２４万３千円、財産売払収入６４９１万円を

増額しました。 

寄附金では、５２６６万５千円を増額しました。 

繰入金では、基金繰入金１億５５０５万２千円を減額しました。 

諸収入では、収益事業収入などで２億９５５１万４千円を増額しました。 

市債では、義務教育施設整備事業債など３億８２００万円を減額しました。 

歳出の主な内容は、総務費では、庁舎建設基金への積立金２００万円、交通安

全施設の管理に係る経費４６８万円、文化センターの管理に係る経費３３０万円

をそれぞれ増額しました。 
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民生費では、福祉基金への積立金１３００万円、国民健康保険特別会計への繰

出金１億３７９７万５千円、老人保健医療特別会計繰出金８６８３万１千円、地

域介護・福祉空間推進事業への助成に係る経費３３００万円などをそれぞれ増額

し、１１時間開所保育等対策に係る経費３４００万円、学童クラブ新築事業費に

係る経費３３６万円、介護予防推進センターの管理運営に係る経費６２４９万４

千円などをそれぞれ減額するなど、全体で１億３３２５万４千円を増額しました。 

衛生費では、定期予防接種費に係る経費８９２６万１千円、リサイクルプラザ

新築事業に係る経費６２４０万２千円などを減額し、一般健康審査費に係る経費

９５８４万６千円、成人歯科健康診査に係る経費１２２９万１千円をそれぞれ増

額しました。 

商工費では、桜まつりの運営に係る経費２１７万３千円を増額しました。 

土木費では、緑化基金及び都市整備基金への積立てに係る経費として８００万

円増額し、西府土地区画整理事業補助金２億１８９１万６千円、都市計画道路の

新設に係る経費８０６５万円、市営住宅の整備に係る経費１４８９万５千円など

をそれぞれ減額し、全体で３億２１８７万６千円を減額しました。 

消防費では、東京都消防事務費に係る経費２２４７万円を減額しました。 

教育費では、児童・生徒の教育環境の充実に係る経費２４１万４千円、奨学基

金への積立てに係る経費２００万円などをそれぞれ増額し、第三中学校校舎改築

事業費に係る経費３１１０万円を減額しました。 

公債費では、市債の利子償還に係る経費５６２万７千円を減額しました。 

諸支出金では、公共施設管理基金への積立金９００万円、財政調整基金への積

立金８００万円、公共施設整備基金への積立金１５億５００万円、市民活動推進

基金積立金３００万円をそれぞれ増額しました。 

 また、債務負担行為費として、桜まつり運営事業の限度額を変更しています。 

 地方債については、文化センター改修事業、都市計画事業、市営住宅改築事業、

消防施設整備事業、義務教育施設整備事業の限度額を変更しています。 
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 平成１９年３月３１日現在の平成１８年度一般会計歳入歳出予算の執行状況

は、図表１のとおりですが、歳入の収入率は９２.２％で、前年同期と比較して

０．３ポイントの減となっており、歳出の執行率では、８９.９％で、前年同期

と比較して０．１ポイントの増となっています。 

 

 

図表１ 平成１８年度一般会計歳入歳出予算執行状況 
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（２）特別会計 

 特別会計は、一般会計とは別に特定の事業を行うための会計で、平成１８年度

は、８つの特別会計を設けています。 

この８会計の予算総額は、平成１８年９月３０日現在で、１３２３億１９６２

万６千円でしたが、平成１９年３月に国民健康保険特別会計、老人保健医療特別

会計、公共用地特別会計でそれぞれ増額補正するとともに、競走事業特別会計、

下水道事業特別会計でそれぞれ減額補正し、総額１３１９億７０５９万７千円と

なりました。 

これを前年度と比較しますと、４２億４７９０万２千円（３．１％）の減とな

っています。 

各特別会計の補正の主な内容は、国民健康保険特別会計では、保険給付費等の

執行見込みにより、歳入歳出それぞれ５億８８３２万８千円を増額しました。 

老人保健医療特別会計では、医療諸費等の執行見込みにより、歳入歳出それぞ

れ２億３３０８万５千円を増額しました。 

競走事業特別会計では、平和島競艇の船券売上の減などにより、歳入歳出それ

ぞれ２０億４６３７万９千円を減額しました。 

公共用地特別会計では、公園用地取得事業費の増により、歳入歳出それぞれ９

３９６万円を増額しました。 

下水道事業特別会計では、公債費の減などにより、歳入歳出それぞれ８１０６

万１千円を減額しました。また、地方債に係る起債の限度額を変更しています。 
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図表２  平成１８年度各特別会計歳入歳出予算執行状況 

 

                                               （平成１９年３月３１日現在）

 

会計別 予算現額 収入済額
収入率
（％）

支出済額
執行率
（％）

国民健康保険 200億1698万1千円 187億4813万6千円 93.7 173億5668万円 86.7

老人保健医療 140億1984万9千円 128億955万円 91.4 122億263万6千円 87.0

介護保険 93億9957万4千円 90億1460万6千円 95.9 81億6844万7千円 86.9

競走事業 815億9129万4千円 791億8361万円 97.0 749億6125万1千円 91.9

公共用地 11億1752万1千円 6億6492万1千円 59.5 10億8716万1千円 97.3

下水道事業 43億7434万5千円 38億3844万1千円 87.7 38億3141万9千円 87.6

受託水道事業 14億4110万円 13億8757万8千円 96.3 11億1623万9千円 77.5

火災共済事業 993万3千円 351万6千円 35.4 238万5千円 24.0

合　　　計 1319億7059万7千円 1256億5035万8千円 95.2 1187億2621万8千円 90.0

※一時的に資金が不足している場合は、各会計間で運用をしています。
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３ 市税収入の状況 

 

 市の行政を円滑に推進し、多くの市民要望に適切に対応するために、市税は重

要な財源となっています。 

 市税の中でも、市民税と固定資産税は全体の９０．４％を占め、財政運営を支

え、健全な財政基盤を確立するために重要な役割を果たしています。 

 市税収入の状況をみますと、収入済額は４４９億１６０１万２千円で、９７．

９％の収入率となっています。これを前年同期と比較しますと、収入済額で１２

億７８３５万円（２．９％）の増、収入率で０.０１ポイントの減となっていま

す。 

 

 

 図表３ 平成１８年度市税収入の状況 

 

                                             (平成１９年３月３１日現在) 

種目別 予算現額 収入済額 収入率（％）

市民税 215 億 3842 万 8 千円 206 億 9558 万 5 千円 96.1 

固定資産税 199 億 2035 万 4 千円 198 億 4827 万 6 千円 99.6 

都市計画税 29 億 6196 万 6 千円 29 億 5905 万 6 千円 99.9 

市たばこ税 13 億 3827 万 8 千円 13 億 1087 万 6 千円 98.0 

軽自動車税 1 億 0537 万 2 千円 1億 0221 万 9 千円 97.0 

入湯税 1 千円 0円 0.0 

合 計 458 億 6439 万 9 千円 449 億 1601 万 2 千円 97.9 
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４ 市債の状況 

 

 義務教育施設や道路、下水道などの公共施設の建設には、多額の経費が必要で

す。 

 このため、一時的に経費負担が集中することを避け、将来利用する市民の方々

にも応分の負担をしていただくように、国などから長期借入れを行い、財源の一

部としています。 

 平成１９年３月３１日現在の市債現在高は、４９６億５０２８万６千円となっ

ており、これを前年度同期と比較しますと２２億８２６２万２千円（４．４％）

の減で、その内訳は一般会計で１７億０８９２万円（４．０％）の減、下水道事

業特別会計で５億７３７０万２千円（６．５％）の減となっています。 

 一般会計の市債現在高を人口、世帯当たりでみてみますと、市民一人当たりで

は、１７万３７３５円、一世帯当たりでは３７万９１５６円の借入額となります。

また、元金償還額に係る負担額は、市民一人当たり１万３８８円、一世帯当たり

２万２６７１円となっています。 

 

 図表４ 平成１８年度市債の会計別現在高の状況 

 

                                       (平成１９年３月３１日現在) 

区   分 現在高 構成率（％） 

一 般 会 計 414 億 2208 万 6 千円 83.4 

  総務債 17 億 4913 万 8 千円 3.5 

  民生債 23 億 7808 万 3 千円 4.8 

  衛生債 24 億 6961 万 3 千円 5.0 

  土木債 94 億 6116 万 7 千円 19.1 

  消防債 3 億 4016 万 4 千円 0.７ 

  教育債 116 億 448 万 4 千円 23.4 

  減税補てん債 73 億 9229 万 5 千円 14.9 

  臨時財政対策債 60 億 2714 万 2 千円 12.1 

下水道事業会計 82 億 2820 万円 16.6 

  下水道事業債 82 億 2820 万円 16.6 

合   計 496 億 5028 万 6 千円 100.0 
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 図表５ 平成１８年度市債償還額に対する市民負担額 
 

                                     (平成１９年３月３１日現在) 

  (会計別款別市債現在高) 
償還額に対する市民負担額（円） 

区   分 
一人当たり 世帯あたり 

一 般 会 計 10,３８８ 22,671 

  総務債 １,271 2,774 

  民生債 ７３４ 1,601 

  衛生債 ５４４ 1,187 

  土木債 ３,117 6,803 

  消防債 75 164 

  教育債 2,782 6,072 

  減税補てん債 1,433 3,127 

  臨時財政対策債 432 943 

下水道事業会計 2,213 4,829 

  下水道事業債 2,213 4,829 

合   計 12,601 27,500 

※ 一般会計には用地会計分を含みます。 

人 口 ２３８，４２１人 

世帯数 １０９，２４８世帯           
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Ⅱ 平成１９年度予算の状況 

 

１ 一般会計の状況 

 

本市においては、平成１７年度の行政サービス度が全国８０２の区市の中で、

第１７位という新聞報道のとおり、高い行政水準を達成するとともに、財政面に

おいても、極めて順調に推移し、建て直しの一つの区切りをつけることができま

した。 
その結果、平成１９年度は市民会館・中央図書館複合施設の開設をはじめ、障

害者就労支援施設の開設、放課後子ども教室事業の実施、けやき並木整備計画の

策定や廃棄物の安定的処理などに取り組むとともに、小・中学校の耐震改修をは

じめとする各種施設の改修にも着実に対応するなど、「安心 ゆとり やさしさ

に満ち、人と文化が輝く魅力あるまちづくり予算」と名付け、予算編成を行いま

した。  
平成１９年度一般会計の予算規模は、８０１億１０００万円で、前年度予算と

比較して４５億円、６．０％の増となります。 
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 図表６ 平成１９年度一般会計歳入歳出予算の状況 

歳 入 

 
歳 出 
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２ 特別会計の状況 

 

 特別会計は８つの会計を設けています。 

 特別会計の合計は、１４３４億８９１９万４千円で、前年度と比較して１２５

億１０７３万７千円、９．６％の増となります。 
 各会計の増減内訳としては、国民健康保険特別会計３８億２６８３万１千円

（２０．６％）、老人保健医療特別会計１億３８１７万２千円（１．０％）、介護

保険特別会計５億７４５４万９千円（６．２％）の増額、競走事業特別会計７３

億２２５１万４千円（８．８％）、公共用地特別会計４億８９４２万５千円（４

７．８％）、下水道事業特別会計２億１３４４万９千円（５．２％）の増額、受

託水道事業特別会計５４３０万円（３．８％）の減額、火災共済事業特別会計９

万７千円（１．０％）の増額となっています。 

 

 

 

 図表７ 平成１９年度各会計歳入歳出予算の状況 

 

区   分 平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 伸率（％） 

一般会計 801 億 1000 万円 756 億 1000 万円 6.0 

特別会計 1434 億 8919 万 4 千円 1309 億 7845 万 7 千円 9.6 

  国民健康保険 223 億 9244 万 6 千円 185 億 6561 万 5 千円 20.6 

  老人保健医療 137 億 7919 万円 136 億 4101 万 8 千円 1.0 

  介護保険 98 億 8052 万 2 千円 93 億 597 万 3 千円 6.2 

  競走事業 902 億 2646 万 5 千円 829 億 395 万 1 千円 8.8 

  公共用地 15 億 1298 万 6 千円 10 億 2356 万 1 千円 47.8 

  下水道事業 43 億 75 万 5 千円 40 億 8730 万 6 千円 5.2 

  受託水道事業 13 億 8680 万円 14 億 4110 万円 △3.8 

  火災共済事業 1003 万円 993 万 3 千円 1.0 

合      計 2235 億 9919 万 4 千円 2065 億 8845 万 7 千円 8.2 
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Ⅲ 附表 

１ 平成１８年度一般会計歳入予算の状況 

２ 平成１８年度一般会計歳出予算の状況 

３ 平成１８年度市税の状況 

４ 平成１８年度各会計歳入歳出予算の状況 

５ 市債の状況 

①借入先別市債現在高 

②会計別款別市債現在高 

６ 平成１９年度一般会計歳入予算の状況 

７ 平成１９年度一般会計歳出予算の状況 

８ 平成１９年度市税の状況 

９ 平成１９年度各会計歳入歳出予算の状況 
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１　平成18年度  一般会計歳入予算の状況

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額 最終予算額 構成比 収入済額 構成比 収入率

 18.9.30現在  (％）  (％）  (％）

05　市　　　　　  　税 45,210,636 653,763 45,864,399 58.4 44,916,012 62.0 97.9

10　地　方　譲　与　税 1,918,926 1,918,926 2.4 1,955,805 2.6 101.9

12　利 子 割 交 付 金 235,670 80,823 316,493 0.4 323,271 0.4 102.1

13　配当割交付金 123,001 67,835 190,836 0.2 191,711 0.3 100.5

14　株式等譲渡所得割交付金 116,533 55,305 171,838 0.2 171,792 0.2 100.0

15  地方消費税交付金 2,873,057 -3,161 2,869,896 3.7 2,869,897 4.0 100.0

16　特別地方消費税交付金 1 1 0.0 0 0.0 0.0

17　自動車取得税交付金 530,659 45,855 576,514 0.7 595,946 0.8 103.4

20　国有提供施設等所在

  　市町村助成交付金等 3,581 3,581 0.0 2,668 0.0 74.5

24  地方特例交付金 1,278,221 189,646 1,467,867 1.9 1,467,867 2.0 100.0

25　地　方　交　付　税 80,000 80,000 0.1 53,285 0.1 66.6

30　交通安全対策特別交付金 40,918 40,918 0.1 44,176 0.1 108.0

35　分担金及び負担金 819,654 -14,340 805,314 0.9 744,019 1.0 92.4

40　使用料及び手数料 1,842,937 1,842,937 2.3 1,769,053 2.4 96.0

45　国 庫 支 出 金 8,127,109 273,170 8,400,279 10.7 6,929,493 9.6 82.5

50  都　支　出　金 5,892,436 -55,757 5,836,679 7.4 5,293,015 7.2 90.7

55　財　産　収　入 497,449 131,153 628,602 0.8 658,254 0.9 104.7

60　寄　　附　　金 553,028 52,665 605,693 0.7 605,851 0.8 100.0

65　繰　　入　　金 351,771 -154,892 196,879 0.3 131,853 0.2 67.0

70　繰　　越　　金 1,497,614 1,497,614 1.9 1,497,615 2.1 100.0

75　諸　　収　　入 3,565,997 295,514 3,861,511 4.9 1,809,599 2.5 46.9

80　市　　　　　債 1,708,200 -382,000 1,326,200 1.7 378,000 0.5 28.5

 　歳  　入  　合  　計 77,267,398 1,235,579 78,502,977 100.0 72,409,182 100.0 92.2

（平成19年3月31日現在）

区　　　　　　分
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２　平成18年度　一般会計歳出予算の状況

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額  最終予算額 構成比 支出済額 構成比 執行率

 18.9.30現在 及び予備費  (％）  (％）  (％）

１　議     会     費 470,370 470,370 0.6 459,835 0.6 97.8

２　総     務     費　 9,519,401 9,980 9,529,381 12.1 7,480,101 10.6 78.5

３　民     生     費 33,008,614 133,254 33,141,868 42.2 31,492,323 44.6 95.0

４　衛     生     費 7,103,376 -58,169 7,045,207 9.0 6,592,491 9.3 93.6

５　労     働     費 91,495 91,495 0.1 85,807 0.1 93.8

６　農 林 水 産 業 費 97,198 97,198 0.1 80,817 0.1 83.1

７　商     工     費 406,590 2,173 408,763 0.5 293,149 0.4 71.7

８　土     木     費 6,707,114 -321,876 6,385,238 8.1 4,416,609 6.3 69.2

９　消     防     費 3,025,851 -22,470 3,003,381 3.8 2,941,400 4.2 97.9

10　教     育     費 10,302,744 -26,686 10,276,058 13.1 9,247,429 13.1 90.0

11  公     債     費 5,061,021 -5,627 5,055,394 6.4 4,579,161 6.5 90.6

12　諸   支   出   金 1,377,724 1,525,000 2,902,724 3.7 2,902,723 4.1 100.0

13　予     備     費 95,900 0 95,900 0.1 0 0.0 0.0

歳  　出  　合  　計 77,267,398 1,235,579 78,502,977 100.0 70,571,845 100.0 89.9

（平成19年3月31日現在）

区　　　　　　分
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３　平成18年度  市税の状況 

（単位：千円）

区　　　　　　分
予 算 現 額 補正予算額 最終予算額 調  定  額 収入済額 収　入　率（％）

 18.9.30現在 予算対比 収入歩合

市      民      税 21,101,565 436,863 21,538,428 22,696,292 20,695,585 96.1 91.2

固  定  資  産  税 19,703,454 216,900 19,920,354 20,642,030 19,848,276 99.6 96.2

軽  自  動  車  税 105,372 0 105,372 120,897 102,219 97.0 84.6

市 た ば こ 税 1,338,278 0 1,338,278 1,418,474 1,310,876 98.0 92.4

入　湯　税 1 0 1 0 0 0.0 0.0

都  市  計  画  税 2,961,966 0 2,961,966 3,082,490 2,959,056 99.9 96.0

     市  税  合  計 45,210,636 653,763 45,864,399 47,960,183 44,916,012 97.9 93.7

（平成19年3月31日現在）
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４　平成18年度　各会計歳入歳出予算の状況

 （単位：千円）

区　　　　　　分
予 算 現 額 補正予算額 最終予算額 収入済額 収　入  率 支出済額 執  行  率

 18.9.30現在  (％）  (％）

一  般  会  計 77,267,398 1,235,579 78,502,977 72,409,182 92.2 70,571,845 89.9

特  別  会  計 132,319,626 -349,029 131,970,597 125,650,358 95.2 118,726,218 90.0

国  民  健  康  保　険 18,565,615 1,451,366 20,016,981 18,748,136 93.7 17,356,680 86.7

老  人  保  健  医  療 13,786,764 233,085 14,019,849 12,809,550 91.4 12,202,636 87.0

介　　護　　保　　険 9,399,574 0 9,399,574 9,014,606 95.9 8,168,447 86.9

競    走    事    業 83,637,673 -2,046,379 81,591,294 79,183,610 97.0 74,961,251 91.9

公    共    用  　地 1,023,561 93,960 1,117,521 664,921 59.5 1,087,161 97.3

下   水   道   事   業 4,455,406 -81,061 4,374,345 3,838,441 87.7 3,831,419 87.6

受  託  水  道  事  業 1,441,100 0 1,441,100 1,387,578 96.3 1,116,239 77.5

火  災  共  済  事  業 9,933 0 9,933 3,516 35.4 2,385 24.0

合         計 209,587,024 886,550 210,473,574 198,059,540 94.1 189,298,063 89.9

（平成19年3月31日現在）
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５　平成18年度　市債の状況

(借入先別市債現在高） （単位：千円）

借  入  先  一般会計 下水道事業特別会計 合      計

財　　務　　省 20,568,727 4,617,051 25,185,778

日本郵政公社 8,908,660 354,018 9,262,678

東  　京  　都 10,232,174 18,333 10,250,507

全国市有物件災害共済組合 10,506 0 10,506

東京都区市町村振興協会 692,100 0 692,100

公営企業金融公庫 913,671 3,238,798 4,152,469

市　中　銀　行 96,248 0 96,248

文部科学省（NTT無利子） 0 0 0

 　　合　　　　計 41,422,086 8,228,200 49,650,286

　　※一般会計には用地会計分を含みます。

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高 構成比

H18.9.30 18.10.1～19.3.31 18.10.1～19.3.31 H19.3.31 (%)

財　　務　　省 26,536,046 0 1,350,267 25,185,779 50.7

日本郵政公社 9,603,879 0 341,201 9,262,678 18.7

東  　京  　都 10,765,074 422,000 936,567 10,250,507 20.6

全国市有物件災害共済組合 15,251 0 4,745 10,506 0.0

東京都区市町村振興協会 712,000 0 19,900 692,100 1.4

公営企業金融公庫 4,486,540 0 334,072 4,152,468 8.4

市　中　銀　行 113,796 0 17,548 96,248 0.2

文部科学省（NTT無利子） 0 0 0 0 0.0

 　　合　　　　計 52,232,586 422,000 3,004,300 49,650,286 100.0

（平成19年3月31日現在）

借  入  先
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(会計別款別市債現在高） （単位：千円）

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高

H18.9.30 18.10.1～19.3.31 18.10.1～19.3.31 H19.3.31 １人当たり 世帯当たり

一 般 会 計 43,476,838 422,000 2,476,752 41,422,086 10,388 22,671

総務債 2,052,199 303,062 1,749,137 1,271 2,774

民生債 2,553,030 174,947 2,378,083 734 1,601

衛生債 2,599,274 129,661 2,469,613 544 1,187

土木債 9,893,380 311,000 743,213 9,461,167 3,117 6,803

消防債 358,047 17,883 340,164 75 164

教育債 12,156,894 111,000 663,410 11,604,484 2,782 6,072

減税補てん債 7,733,862 341,566 7,392,296 1,433 3,127

臨時財政対策債 6,130,152 103,010 6,027,142 432 943

下水道事業会計 8,755,748 0 527,548 8,228,200 2,213 4,829

下水道事業債 8,755,748 0 527,548 8,228,200 2,213 4,829

   合　　計 52,232,586 422,000 3,004,300 49,650,286 12,601 27,500
※一般会計には用地会計分を含みます。

（平成19年3月31日現在）

区     分

人  口　238,421人  
世帯数　109,248世帯

償還額に対する市民負担額(円)
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６　平成19年度  一般会計歳入予算の状況

        （単位：千円）

区　　　　　　　分
平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比％ 当初予算額 構成比％ 金　　額 伸率％

５　市              税 48,220,907 60.2 44,760,303 59.2 3,460,604 7.7

10  地 方 譲 与 税 493,935 0.6 1,918,926 2.5 -1,424,991 -74.3

12  利 子 割 交 付 金 317,949 0.4 235,670 0.3 82,279 34.9

13  配 当 割 交 付 金 184,598 0.2 123,001 0.2 61,597 50.1

14  株式等譲渡所得割交付金 205,952 0.3 116,533 0.2 89,419 76.7

15  地方消費税交付金 2,874,791 3.6 2,873,057 3.8 1,734 0.1

16　特別地方消費税交付金 0 0.0 1 0.0 -1 -100.0

17　自動車取得税交付金 606,608 0.8 530,659 0.7 75,949 14.3

20　国有提供施設等所在

　　市町村助成交付金 3,581 0.0 3,581 0.0 0 0.0

24　地方特例交付金 432,069 0.5 1,278,221 1.7 -846,152 -66.2

25　地  方  交  付  税 70,000 0.1 80,000 0.1 -10,000 -12.5

30　交通安全対策特別交付金 40,660 0.1 40,918 0.1 -258 -0.6

35　分担金及び負担金 864,019 1.1 818,508 1.1 45,511 5.6

40　使用料及び手数料 1,974,405 2.5 1,842,937 2.4 131,468 7.1

45　国  庫  支  出  金 8,103,444 10.1 7,747,741 10.2 355,703 4.6

50　都   支   出   金 6,099,145 7.6 5,793,996 7.7 305,149 5.3

55　財   産   収   入 354,207 0.3 497,449 0.6 -143,242 -28.8

60　寄      附      金 569,598 0.7 553,028 0.7 16,570 3.0

65　繰      入      金 3,100,357 3.9 757,433 1.0 2,342,924 309.3

70　繰      越      金 800,000 1.0 800,000 1.1 0 0.0

75　諸      収      入 2,363,775 3.0 2,769,838 3.7 -406,063 -14.7

80　市              債 2,430,000 3.0 2,068,200 2.7 361,800 17.5

     歳   入   合   計 80,110,000 100.0 75,610,000 100.0 4,500,000 6.0
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７　平成19年度  一般会計歳出予算の状況

（単位：千円）

区　　　　　　　分
平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比％ 当初予算額 構成比％ 金　　額 伸率％

５　議    会    費 493,237 0.6 470,370 0.6 22,867 4.9

10　総    務    費 10,006,049 12.5 9,053,417 12.0 952,632 10.5

15　民    生    費 33,448,862 41.8 32,948,942 43.6 499,920 1.5

20　衛    生    費 8,650,278 10.9 7,052,043 9.4 1,598,235 22.7

25　労    働    費 92,356 0.1 91,495 0.1 861 0.9

30　農林水産業費 94,000 0.1 97,198 0.1 -3,198 -3.3

35　商    工    費 507,389 0.6 403,590 0.5 103,799 25.7

40　土    木    費 6,062,539 7.6 6,572,855 8.7 -510,316 -7.8

45　消    防    費 3,002,568 3.7 2,859,636 3.8 142,932 5.0

50　教    育    費 12,557,820 15.7 10,296,709 13.6 2,261,111 22.0

55　公    債    費 4,823,453 6.0 5,061,021 6.7 -237,568 -4.7

60　諸  支  出  金 271,449 0.3 602,724 0.8 -331,275 -55.0

65　予    備    費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

歳   出   合   計 80,110,000 100.0 75,610,000 100.0 4,500,000 6.0
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８　平成19年度  市税の状況

（単位：千円）

区      分
平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比％ 当初予算額 構成比％ 金　　　額 伸率％

市    民    税 23,379,878 48.5 20,693,360 46.2 2,686,518 13.0

固 定 資 産 税 20,345,998 42.2 19,703,454 44.0 642,544 3.3

軽 自 動 車 税 109,270 0.2 105,372 0.2 3,898 3.7

市 た ば こ 税 1,361,955 2.8 1,296,150 2.9 65,805 5.1

入　　湯　　税 1 0.0 1 0.0 0 0.0

都 市 計 画 税 3,023,805 6.3 2,961,966 6.6 61,839 2.1

 市 税 合 計 48,220,907 100.0 44,760,303 100.0 3,460,604 7.7
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９　平成19年度　各会計歳入歳出予算の状況

        （単位：千円）

平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比％ 当初予算額 構成比％ 金　　　額 伸率％

一  般  会  計 80,110,000 35.8 75,610,000 36.6 4,500,000 6.0

特  別  会  計 143,489,194 64.2 130,978,457 63.4 12,510,737 9.6

国  民  健  康  保　険 22,392,446 10.0 18,565,615 9.0 3,826,831 20.6

老  人  保  健  医  療 13,779,190 6.2 13,641,018 6.6 138,172 1.0

介    護    保    険 9,880,522 4.4 9,305,973 4.5 574,549 6.2

競    走    事    業 90,226,465 40.3 82,903,951 40.0 7,322,514 8.8

公    共    用  　地 1,512,986 0.7 1,023,561 0.5 489,425 47.8

下   水   道   事   業 4,300,755 1.9 4,087,306 2.0 213,449 5.2

受  託  水  道  事  業 1,386,800 0.6 1,441,100 0.7 -54,300 -3.8

火  災  共  済  事  業 10,030 0.0 9,933 0.0 97 1.0

合    計 223,599,194 100.0 206,588,457 100.0 17,010,737 8.2

区　　　　　　分
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